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「居住福祉士制度の創設」など 3つの研究プロジェクト立ち上げへ  

仙台市で本学会全国大会、15年度予算承認 
 

日本居住福祉学会は 5 月 23、24 日、仙台市青葉区の東北工業大学一番町ロビーで全国大会を開催した。23 日

は約 50 人が参加し総会とシンポジウム「震災復興と居住支援」、研究発表会があった。24 日は、仙台市内の「あ

すと長町仮設住宅」や復興公営住宅、集落ごと津波で流された同市若林区荒浜地区などを視察した。 

総会では、2015 年度予算や新しい運営体制を承認した。15 年度予算は、収支の総額約 637 万円。うち 90 万

円は、新たに 3 つの研究プロジェクト（精神障がい者などの地域移行、居住福祉士制度の創設、強制退去問題）

を立ち上げる経費及び収入（助成金獲得を見込む）として計上した。 
 

原発事故避難者（特に自主避難者）への住宅提供打ち切り反対声明 

また、原発事故避難者（特に自主避難者）への住宅提供を福島県や国

が打ち切るという報道に対し、打ち切りに反対する声明を参加者全員で

決議した。主な内容は、住宅提供は原因者、加害者である東京電力や国

などの当然の義務である。打ち切りは、避難者の命綱を打ち砕き、居住

の場所の選択の自由を侵害し、各地の公営住宅などに居住する自主避難

者に「強制立ち退き」を迫ることになる。これらは国際人権条約にも違

反しており、国際基準が求める「居住の権利」を保障すべきである、としている（本学会ホームページ参照）。 
 
野村恭代理事が新事務局長に 

新しい運営体制は、監事だった中山徹・大阪府立大教授が副会長となり、大本圭野（編

集委員長）、野口定久（日本福祉大学）、岡本祥浩（中京大学）の各氏とともに副会長は４

人に。事務局長も、５年間務めた全泓奎・大阪市立大大学院教授が監事兼理事になり、前

事務局次長の野村恭
やす

代
よ

・理事が就任した。事務局も大阪市立大学大学院生活科学研究科野

村恭代研究室（巻末の囲み参照）に変更した。理事は退任した 4 人に代わり、松岡洋子（東

京家政大学）、上野勝代（神戸女子大学）、渡部三郎（宇和島病院）、戸倉蓉子（ドムスデザ

イン）の 4 氏が就任した。 

 野村恭代・事務局長は、大阪大学大学院人間科学研究科修了（人間科学博士）。現在、大阪市立大学大学院准

教授。専門は地域福祉、合意形成論。『精神障害者施設におけるコンフリクト・マネジメントの手法と実践－地

域住民との合意形成に向けて－』（明石書店、2013 年）などの著作がある。 
 

居住福祉賞は「のわみ相談所」、ＮＰＯ法人みやぎ「こうでねいと」の 2団体に 

今年度の居住福祉賞は、愛知県一宮市の「のわみ相談所」（三輪憲功代表）と仙台市のＮＰＯ法人みやぎ「こ

うでねいと」（齋藤宏直代表理事）に贈られた。「のわみ相談所」は 1995 年にホームレス支援活動を始め、外国

人も含めた生活相談を行うとともに民間シェルターを開設。2011 年にはＮＰＯ法人のわみサポートセンターを
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設立し、便利屋（リフォームや引越し手伝い）、リサイクルショップ、弁当販売などの雇用

創出事業などを多くの市民との協働で進めている。一方、「こうでねいと」は 2003 年に法

人設立。翌年、障がい者向けの住宅情報誌「ミッケタ」を始めたのを機に、空きアパート

や元会社寮などの地域居住資源を家主から一括で借り上げるなどして社会的弱者の居住支

援を行っている。 
 

雇用創出事業などで男性の 8割自立 

早川和男・本学会会長から賞状が贈られた後、三輪さんは「最初に始めたホームレス支

援活動は生活保護に頼るものでしたが、シェルターの数が増え、雇用の創出や就労支援で

自立を促すことに力を入れるようになりました。今では、入居者の男性の 8 割、女性の約半分が生活保護を受け

ない形で自立しています。今後は、経済的な自立だけでなく、行き場の無い人などを精神的・

社会的な側面からサポートしたい。居住福祉学会の力を是非お借りしたい」とあいさつした。 
 

空き家を活用してセイフティ・アパート 

一方、齋藤さんは「障がい者向けの住宅情報誌を発行したのをスタートに、身寄りの無い

高齢者やＤＶ被害者、刑務所出所後の更生社会復帰を望む人たちの居住支援を進めてきまし

た。今では 100 人近い利用者にセイフティ・アパートという福祉居宅を提供するとともに、

サポーターによる見守り活動を行っています。今回の受賞を励みに、ハード（居宅）とソフ

ト（安心）を兼ね備えたセイフティハウスを構築していきたい」と抱負を語った。 

 

シンポジウム「震災復興と居住支援」と現地視察 

被災者や弱者個人の自立サポートの重要性を話し合う 
 シンポジウムは最初に、会場を提供するなど全国大会開催に尽力し

た東北工業大学の宮城光信学長が「複雑で大事な問題を扱うこのよう

な学会が本学で開催されることは大変名誉なこと」とあいさつ。パネ

リストは、前あすと長町仮設住宅自治会長の飯塚正広さん、「みなし仮

設住宅」の開設にかかわった全国賃貸住宅経営者協会連合会宮城県支

部の本田勝祥さん、ＮＰＯ法人みやぎ「こうでねいと」の齋藤宏直さ

んの 3 人。コメンテーターを「福祉コミュニティーデザイン」を研究

する古山周太郎・東北工大准教授、モデレーターを本学会理事の新井信幸・同大准教授が務めた。 
 

コミュニティを再生し「近助」の関係を 

 飯塚さんは、仮設住宅の造作が粗雑で断熱材を入れ玄関先を継ぎ足すなどの追加工事で当初 1 軒 550 万円が結

局 800 万円以上になったことや、住民が専門家の協力で提案した復興公営住宅のプランが採用されなかった経緯

などを問題提起した。本田さんは、民間賃貸住宅を活用する「みなし仮設住宅」が東日本大震災で大幅に採用さ

れた経緯や、乳製品などの宅配業者と住宅管理者の連携で孤立しがちな高齢者の「見守り」などを行うビジネス

モデルづくりに言及した。齋藤さんは震災前から取り組んでいるセイフティ・アパートは大家とＮＰＯ法人が賃

貸契約を結ぶことで障がい者などの住居を確保するという実践を明らかにした。古山准教授は「住居の改善など

のハード面ばかりでなく、パーソナルサポートの重要性」を強調し、新井理事は「震災発生時の経験では、役所

などの公的機関に頼ったほうが悲惨だった。むしろ住民同士が個々人の能力を出し合うような取り組みが必要で

ある」と、「あすと長町」仮設住宅地区のコミュニティーづくりで取り組まれた「近助」に注目した。 

三輪憲功さん 

齋藤宏直さん 
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「海辺に戻りたい」住民との対話 

現地視察はＪＲ東北線太子堂駅を出発点に、あすと長町仮設住宅と

その近くに建てられた復興公営住宅を見た後、みやぎ「こうでねいと」

が運営し、精神障がい者など 15 人が暮らす「ひまわりハイツ」を訪

れた。障害者自立支援法に基づくグループ・ケアホーム、セイフティ・

アパートなどが組み合わさった元は学生寮の 5 階建てである。東京在

住の大家と１棟まるごと賃貸契約を結んでいるが、緊急入居に備え空

き部屋も確保している。しかし、空き部屋の家賃は入居者が居る日数

分しか支払わない約束にしているという。 

最後に訪れたのは、「貞山堀」という江戸時代以来の運河がある荒浜地区。震災前は 720 世帯 3400 人が住ん

でいた。仙台市は、津波で流された集落全体を「災害危険区域」に指定し「家屋は全面移転し無人化する」とい

う。それに異議を唱える「荒浜の再生を願う会」（貴田喜一代表）が、海岸近くにプレハブ小屋を建て、清掃活

動を行うなどして「海辺に戻る」運動を展開している。貴田さんは、震災当時の避難の状況から「方法さえ確立

すれば津波から逃げることはできる」と言い、ゆったりとした「里浜」の暮らしの再現を願っている。 
 

研究発表 4 題 大阪市大都市研究プラザの志賀信夫さん「宮崎県県北地域における子どもの居場所づくり-連

絡協議会『結い』の理念とこれまでの活動、これからの課題」、日高友郎さんら福島県立医大、中野病院、福島

産業保健総合支援センターのグループ「福島県内の除染作業員の居住環境と不安の状況」、大阪市大大学院の掛

川直之さん「矯正施設等出所者の居住支援に関する現状と課題」、東大工学系大学院の HSIAO HONGWEI さん「社

会的不利地域における住民自立支援のまちづくり-大阪の三つの事例に着目して」の４題の発表があった。 

 

札幌で「自主避難者」を囲む居住福祉シンポ 
 
東日本大震災による東京電力福島第一原発事故の自主避難者に関する「居住福祉シン

ポジウム」が 5 月 22 日、自主避難者が集住する札幌市厚別の雇用促進住宅で開かれた。

昨年に続く２回目のシンポは、自主避難者が原告の「北海道訴訟」の現状報告の後、自

主避難者の中手聖一さん、宍戸俊則・隆子さん夫妻が苦しい現状を訴えた。 

住宅支援打ち切りは深刻な事態を招く 

札幌厚別の雇用促進住宅の自主避難者は当初 170~180 軒だったが、今は約

90 軒と半減。ところが、転出し生活再建に動き出した「再転居者」のほとん

どは福島に帰還していない。残った自主避難者の多くは、生活困窮や精神的

な病を抱え、2017 年 3 月に方針通り災害救助法の住宅支援が打ち切られれば、

「強制立退き」同様の深刻な事態に陥ること。夫を福島に残す母子避難者の

二重家計（「ふた竈」）に加え、住宅ローンも抱え、こうした経済的負担から

家族全員が会う機会は年平均３回。孤立感から離婚も少なくない、などの実情が明らかにされた。 

自主避難者の主張は、憲法 22 条を根拠とする「避難・転居の自由」を実質的に支える居住福祉的な支援策の

一点。チェルノブイリ原発事故とは対照的に、日本では、《帰還に向けた復興・原状回復》のディスコース（言

説）のみが振りかざされ、その圧力はさらに増しており、自主避難者は《逸脱・反逆》と威嚇され、傷つき、ト

ラウマになり、涙ながらに耐えている。参加した大学ゼミ生 20 数人は、自主避難の居住者の話に耳を傾け、日

本の復興行政が自主避難者のような災害弱者に「なぜ、手を差しのべないのか」とショックを受けていた。 

（文責 吉田邦彦・本学会理事、北大教授） 

熱心にメモを取る学生たち 

 探  題 

居住福祉に関わる
各地からの報告 

 

貴田さん（中央）と対話する居住福祉学会の視察団 
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「ここなら孤独死しない」にどう応えるのか？ 
ー川崎市・簡宿火災現場報告 

 居住者 10 人が死亡した 5 月 17 日の川崎市川崎区の簡易宿泊所（簡宿）の

火災 5 日後に現場を訪れてみた。京急線・ＪＲ鶴見線八 丁 畷
はっちょうなわて

駅から徒歩数分

の中高層住宅に取り囲まれた谷間に、焼け落ちた 2 棟の簡宿があった。隣のマ

ンションの壁は炎で焼け爛れている（写真左）。 

 京急線を挟んだ西側には簡宿が集中する地区があり、ＮＨＫなどの報道によると、

こうした施設は川崎市に 51 軒あり、高齢者を中心に 1300 人余りが居住し、その 9

割が生活保護受給者。今回火災に遭った簡宿と木造 3階建て（写真右）の 2 階と 3 階が

吹きぬけという同じ構造が 23 棟あるという。宿泊料「1 泊 1700 円～1900 円」など

という看板が出ているが、実際は、生活保護受給者が長期間居住するいわゆる「ドヤ

保護」。もともとは 1960 年代、京浜工業地帯の工場などで働く出稼ぎや日雇いの労働

者の宿泊施設だったが、70 年代に路上生活者を受け入れ、今は高齢者や失業者の住居になっている。 
 

「行政の指導はきちんと受けていた」 

 簡宿で働く中年女性は「消防や建築行政の指導もきちんと受けている。食事など出さないので宿泊者はコンビ

ニなどで買っている。市も生活保護受給者の住まいとして認めている」。道端で一般住民と雑談する年配の男性

は「家主も行政も親切にしてくれるし、居心地がいい。ここなら孤独死しないで済む。毎日のように宿の人が見

守ってくれる」と話す。 報道では、川崎市も簡宿からアパートへの転居を後押しする政策を実行し 219 人が転

居したが、川崎市の担当者は「居住者の意思に反して転居を求めるわけにはいかない」と話す。大阪の釜ヶ崎の

簡宿や「福祉アパート」は鉄筋コンクリート造など非木造が多く、居住者を生活面からも支える「サポーティブ

ハウス」もあるが、木造が多い川崎や東京・山谷の場合はむしろ困難性が高い。居住者や家主などの声を聴きな

がら将来の展望を切開く「まちづくり」が望まれる。（文責：神野武美・本学会理事） 
 

本 市川禮子著「ひと・いのち・地域をつなぐ-社会福祉法人きらくえんの軌跡」新刊特別割引価格販売 

 兵庫県内で高齢者総合福祉施設を運営する社会福祉法人きらくえんの市川禮子理事長著

「ひと・いのち・地域をつなぐ」（Ａ5判・並製・208頁）が 5月下旬、居住福祉叢書②とし

て東信堂（Tel03-3818-5521、FAX03-3818-5514）から刊行された。東信堂にメールで直接注

文すると税込み特価 1,500 円（税込み定価 1944 円）で購入できます。同じく居住福祉叢書

①「居住福祉産業への挑戦」（鈴木靜雄、神野武美編著）も税込み特価 1,200円です。送料 1

冊 200 円。合計 3 冊以上注文した場合は送料を東信堂が負担（海外除く）。代金は書籍到着

後、同封請求書にて支払ってください。注文は「チラシを見た」と書き添え、住所・氏名・

電話番号、冊数をメール（tk203444@fsinet.or.jp）で送信してください。 
 

機関誌 居住福祉研究 19「強制移住・強制立ち退きⅡ」（A５判・102頁、東信堂、1000円+税）刊行 

■巻頭言：居住福祉士制度の設立を！ 早川和男 ■特集：強制移住・強制立ち退きⅡ 原発避難と復興政策の

狭間にゆれる被災者の生活問題（尾崎寛直）、阪神・淡路大震災 20年(中島絢子)、民間借地借家問題の現状と強

制明け渡し(細谷紫朗)、都営住宅の今―問題と運動(渡辺

紀子)など■論文：居住福祉資源の個別性について 水月

昭道 ■居住福祉評論：憲法 25条（生存権）と居住の権

利 大本圭野 ■海外情報：岐路に立つ韓国の賃貸借制

度・チョンセ制度 ジュディ･パク（訳・解説 高島一夫） 

〒558-8585 大阪市住吉区杉本 3-3-138 

大阪市立大学大学院生活科学研究科 野村恭代研究室気付 

Tel 06-6605-2913 Fax 06-6605-3086 

メール housingwellbeing@gmail.com 

「居住福祉通信」は年に 3、4回電子版発行。投稿大歓迎。 

問い合わせはメール jinno-t@kcn.jp（神野武美理事）へ 

mailto:tk203444@fsinet.or.jp

